
総 行 市 第 4 8 号

令 和 ３ 年 ５ 月 2 6 日

各 都 道 府 県 知 事

各都道府県議会議長

各 指 定 都 市 市 長

各指定都市議会議長

総 務 省 自 治 行 政 局 長

（公 印 省 略）

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律による地方自治法の改正について（通知）

このたび、第 204回国会において「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第 44号）」（以下「第 11次一括法」

という。）が成立し、令和３年５月 26日に公布されました。これは、令和２年 12月 18日に

閣議決定された「令和２年の地方からの提案等に関する対応方針」を踏まえ、所要の措置を

講ずるものです。

認可地縁団体制度関係では、第 11次一括法により地方自治法（昭和 22年法律第 67号。

以下「法」という。）が改正され、第 11次一括法の公布の日から６月を経過した日から施行

することとされました。

貴職におかれては、下記事項に留意の上、その円滑な施行に向け、格別の配慮をされると

ともに、各都道府県知事におかれては、貴都道府県内の指定都市を除く市町村長及び市町村

議会議長に対してもこの旨周知願います。

第 11次一括法の施行に伴う必要な省令の改正については、追ってこれを行い、別途通知

する予定です。

なお、各市町村に対して地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを

通じて本通知についての情報提供を行っていること、及び本通知は法第 245条の４第１項に

基づく技術的な助言であることを申し添えます。

記

殿
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第一 改正の概要（第 11次一括法第１条関係）

認可地縁団体の認可の目的について不動産等の保有を前提としないものに見直し、地

縁による団体は、不動産等の保有の有無にかかわらず、地域的な共同活動を円滑に行う

ため市町村長の認可を受けることができるものとしたこと。（法第 260条の２関係）

第二 施行期日等

１ 施行期日（第 11次一括法附則第１条関係）

第 11 次一括法による認可地縁団体制度に関する規定は、公布の日から起算して６月

を経過した日から施行することとしたこと。

２ 経過措置（第 11次一括法附則第３条関係）

本改正後の法第 260条の２第１項の規定は、施行の際、現に法第 260条の２第２項の

申請をしている地縁による団体についても適用があるものとしたこと。

第三 その他の事項

１ 各市町村においては、管内の自治会等の地縁による団体への周知等が必要になるもの

と考えられること。

２ 認可地縁団体に関する要綱、手引き等を定めている市町村においては、それらの改定

等が必要になるものと考えられること。

３ 「令和３年度税制改正の大綱」（令和２年 12 月 21 日閣議決定）において、地方自治

法の改正により、認可地縁団体の認可の目的を見直し、不動産等を保有する予定の有無

にかかわらず、地域的な共同活動を円滑に行うために設立できるものとする場合には、

不動産等の保有予定のない認可地縁団体についても、従来の認可地縁団体に関する税制

度と同様の措置を適用することとしていること。

なお、市町村によっては、認可地縁団体に係る課税に関して条例の改正等が必要にな

る場合がありうること（例えば、これまで管内に認可地縁団体がなかったため、税条例

等の中に認可地縁団体に係る規定がなかったが、本改正を機に当該規定を加える市町村

等）。

別添１ 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律（令和３年法律第 44号）（条文）

別添２ （抜粋）地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律（令和３年法律第 44号）（新旧対照表）
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地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律

目
次第

一
章

総
務
省
関
係
（
第
一
条
・
第
二
条
）

第
二
章

厚
生
労
働
省
関
係
（
第
三
条
）

第
三
章

農
林
水
産
省
関
係
（
第
四
条
・
第
五
条
）

第
四
章

国
土
交
通
省
関
係
（
第
六
条
―
第
九
条
）

附
則

第
一
章

総
務
省
関
係

（
地
方
自
治
法
の
一
部
改
正
）

第
一
条

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
百
六
十
条
の
二
第
一
項
中
「
の
た
め
の
不
動
産
又
は
不
動
産
に
関
す
る
権
利
等
を
保
有
す
る
」
を
「
を
円
滑
に
行
う

」
に
改
め
、
同
条
第
十
三
項
中
「
及
び
第
十
項
」
を
「
及
び
同
項
」
に
改
め
る
。

別
表
第
一
建
築
士
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
号
）
の
項
を
削
り
、
同
表
宅
地
建
物
取
引
業
法
（
昭
和
二
十
七
年

別添１
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法
律
第
百
七
十
六
号
）
の
項
中
「
、
第
十
四
条
及
び
第
七
十
八
条
の
三
」
を
「
及
び
第
十
四
条
」
に
改
め
、
「
第
八
条
、
第

十
条
及
び
第
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
処
理
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
」
を
削
り
、
同
表
不
動
産
の
鑑
定

評
価
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
五
十
二
号
）
の
項
中
「
第
二
十
三
条
第
一
項
（
国
土
交
通
大
臣
へ
の
経
由

に
関
す
る
事
務
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
」
、
「
及
び
第
三
項
」
及
び
「
、
第
二
十
七
条
第
三
項
、
第
二
十
九
条
第
二
項

並
び
に
第
三
十
一
条
第
一
項
（
国
土
交
通
大
臣
か
ら
送
付
を
受
け
た
書
類
の
公
衆
の
閲
覧
に
関
す
る
事
務
に
係
る
部
分
に
限

る
。
）
」
を
削
り
、
同
表
積
立
式
宅
地
建
物
販
売
業
法
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
百
十
一
号
）
の
項
中
「
、
第
十
六
条
及
び

第
五
十
四
条
の
二
」
を
「
及
び
第
十
六
条
」
に
改
め
、
「
第
十
二
条
、
第
十
三
条
及
び
第
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
処
理
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
」
を
削
る
。

（
地
方
公
共
団
体
の
特
定
の
事
務
の
郵
便
局
に
お
け
る
取
扱
い
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
二
条

地
方
公
共
団
体
の
特
定
の
事
務
の
郵
便
局
に
お
け
る
取
扱
い
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
七
号
中
「
と
す
る
」
の
下
に
「
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
」
を
加
え
、
同
号
を
同
条
第
八
号
と
し
、
同
条
中
第
六

号
を
第
七
号
と
し
、
第
五
号
を
第
六
号
と
し
、
第
四
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

52



五

住
民
基
本
台
帳
法
第
二
十
四
条
の
規
定
に
基
づ
く
同
条
の
届
出
の
受
付
及
び
当
該
届
出
に
係
る
同
法
第
二
十
二
条
第

二
項
に
規
定
す
る
文
書
の
引
渡
し

第
二
条
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

九

市
町
村
長
が
登
録
し
た
印
鑑
に
係
る
登
録
の
廃
止
の
申
請
の
受
付

第
二
章

厚
生
労
働
省
関
係

（
介
護
保
険
法
の
一
部
改
正
）

第
三
条

介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
七
十
八
条
の
四
第
三
項
第
三
号
中
「
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
及
び
」
を
削
る
。

第
百
十
五
条
の
十
四
第
三
項
第
三
号
中
「
介
護
予
防
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
及
び
」
を
削
る
。

第
三
章

農
林
水
産
省
関
係

（
中
小
漁
業
融
資
保
証
法
の
一
部
改
正
）

第
四
条

中
小
漁
業
融
資
保
証
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
三
百
四
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
三
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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３

こ
の
法
律
で
「
漁
業
近
代
化
資
金
等
」
と
は
、
次
に
掲
げ
る
資
金
を
い
う
。

一

漁
業
近
代
化
資
金
（
漁
業
近
代
化
資
金
融
通
法
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
五
十
二
号
）
第
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る

漁
業
近
代
化
資
金
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）

二

沿
岸
漁
業
改
善
資
金
（
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
助
成
法
（
昭
和
五
十
四
年
法
律
第
二
十
五
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定

す
る
経
営
等
改
善
資
金
、
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
生
活
改
善
資
金
及
び
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る
青
年
漁
業
者
等
養

成
確
保
資
金
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）

三

漁
業
近
代
化
資
金
及
び
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
以
外
の
資
金
で
あ
つ
て
、
中
小
漁
業
者
等
の
事
業
又
は
生
活
に
必
要
な

も
の
の
う
ち
、
漁
業
又
は
水
産
加
工
業
の
経
営
の
改
善
に
資
す
る
も
の
と
し
て
主
務
大
臣
が
指
定
す
る
も
の

第
四
条
第
一
項
第
一
号
中
「
ロ
に
」
を
「
ハ
に
」
に
改
め
、
同
号
ロ
中
「
イ
に
」
を
「
イ
及
び
ロ
に
」
に
改
め
、
同
号
ロ

を
同
号
ハ
と
し
、
同
号
イ
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

ロ

沿
岸
漁
業
改
善
資
金

第
四
十
四
条
の
二
第
三
号
を
同
条
第
四
号
と
し
、
同
条
第
二
号
中
「
第
四
条
第
一
項
第
一
号
ロ
」
を
「
第
四
条
第
一
項
第

一
号
ハ
」
に
改
め
、
同
号
を
同
条
第
三
号
と
し
、
同
条
第
一
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。
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二

沿
岸
漁
業
改
善
資
金
に
係
る
債
務
の
保
証
の
業
務

第
七
十
六
条
の
二
（
見
出
し
を
含
む
。
）
及
び
第
七
十
七
条
中
「
改
善
資
金
」
を
「
漁
業
経
営
改
善
資
金
」
に
改
め
る
。

（
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
助
成
法
の
一
部
改
正
）

第
五
条

沿
岸
漁
業
改
善
資
金
助
成
法
（
昭
和
五
十
四
年
法
律
第
二
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
中
「
青
年
漁
業
者
等
養
成
確
保
資
金
」
の
下
に
「
（
こ
れ
ら
の
資
金
の
貸
付
け
を
行
う
融
資
機
関
に
対
す
る
当
該

貸
付
け
に
必
要
な
資
金
を
含
む
。
）
」
を
加
え
る
。

第
二
条
第
二
項
中
「
と
は
、
」
の
下
に
「
経
営
等
改
善
措
置
（
」
を
加
え
、
「
。
以
下
同
じ
」
を
削
り
、
「
導
入
に
」
を

「
導
入
を
行
う
こ
と
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
実
施
す
る
の
に
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
と
は
、
」
の
下
に
「
生
活

改
善
措
置
（
」
を
加
え
、
「
導
入
に
」
を
「
導
入
を
行
う
こ
と
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
実
施
す
る
の
に
」
に
改
め
、
同

条
第
四
項
中
「
と
は
、
」
の
下
に
「
青
年
漁
業
者
等
養
成
確
保
措
置
（
」
を
加
え
、
「
の
実
地
の
習
得
」
を
「
を
実
地
に
習

得
す
る
こ
と
」
に
改
め
、
「
形
成
す
る
」
の
下
に
「
こ
と
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
実
施
す
る
」
を
加
え
る
。

第
三
条
第
二
項
中
「
前
項
た
だ
し
書
」
を
「
第
一
項
た
だ
し
書
（
前
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
」
に
改
め

、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、
同
条
第
一
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。
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２

政
府
は
、
前
項
に
規
定
す
る
場
合
の
ほ
か
、
都
道
府
県
が
、
こ
の
法
律
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
沿
岸
漁
業
従
事
者
等

に
対
す
る
経
営
等
改
善
資
金
、
生
活
改
善
資
金
及
び
青
年
漁
業
者
等
養
成
確
保
資
金
の
貸
付
け
の
業
務
を
行
う
次
に
掲
げ

る
者
（
以
下
「
融
資
機
関
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
当
該
業
務
に
必
要
な
資
金
の
全
部
を
貸
し
付
け
る
事
業
を
行
う
と
き

は
、
当
該
都
道
府
県
に
対
し
、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
当
該
都
道
府
県
の
行
う
事
業
に
必
要
な
資
金
の
一
部
に
充
て

る
た
め
、
補
助
金
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
同
項
た
だ
し
書
の
規
定
を
準
用
す
る
。

一

農
林
中
央
金
庫

二

水
産
業
協
同
組
合
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
四
十
二
号
）
第
十
一
条
第
一
項
第
三
号
及
び
第
四
号
の
事
業
を

併
せ
行
う
漁
業
協
同
組
合

三

水
産
業
協
同
組
合
法
第
八
十
七
条
第
一
項
第
三
号
及
び
第
四
号
の
事
業
を
併
せ
行
う
漁
業
協
同
組
合
連
合
会

四

銀
行
そ
の
他
の
金
融
機
関
で
政
令
で
定
め
る
も
の

第
七
条
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
の
前
に
見
出
し
と
し
て
「
（
貸
付
資
格
の
認
定
）
」
を
付
し
、
同
条
を
次
の
よ
う
に
改

め
る
。

第
七
条

貸
付
金
の
貸
付
け
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
経
営
等
改
善
措
置
、
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生
活
改
善
措
置
又
は
青
年
漁
業
者
等
養
成
確
保
措
置
に
関
す
る
計
画
を
作
成
し
、
こ
れ
を
申
請
書
に
添
え
、
都
道
府
県
知

事
に
提
出
し
て
、
当
該
貸
付
け
を
受
け
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
旨
の
都
道
府
県
知
事
の
認
定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
計
画
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

経
営
等
改
善
措
置
、
生
活
改
善
措
置
又
は
青
年
漁
業
者
等
養
成
確
保
措
置
の
内
容
及
び
実
施
時
期

二

経
営
等
改
善
措
置
、
生
活
改
善
措
置
又
は
青
年
漁
業
者
等
養
成
確
保
措
置
を
実
施
す
る
の
に
必
要
な
資
金
の
種
類
及

び
額
並
び
に
そ
の
調
達
方
法

第
八
条
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
第
一
項
中
「
経
営
等
改
善
資
金
の
貸
付
け
」
を
「
都
道
府
県
知
事
は
、
経
営
等
改
善
資

金
の
貸
付
け
に
つ
い
て
前
条
第
一
項
の
認
定
の
申
請
が
あ
つ
た
と
き
」
に
、
「
以
下
」
を
「
第
三
項
に
お
い
て
」
に
、
「
近

代
的
な
漁
業
技
術
そ
の
他
合
理
的
な
漁
業
生
産
方
式
の
導
入
又
は
漁
ろ
う
の
安
全
の
確
保
若
し
く
は
漁
具
の
損
壊
の
防
止
の

た
め
の
施
設
の
導
入
を
行
う
」
を
「
経
営
等
改
善
措
置
を
実
施
す
る
」
に
、
「
近
代
的
な
漁
業
技
術
そ
の
他
合
理
的
な
漁
業

生
産
方
式
の
導
入
又
は
当
該
施
設
の
導
入
」
を
「
経
営
等
改
善
措
置
を
実
施
す
る
こ
と
」
に
、
「
、
行
う
」
を
「
、
同
条
第

一
項
の
認
定
を
す
る
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
生
活
改
善
資
金
の
貸
付
け
」
を
「
都
道
府
県
知
事
は
、
生
活
改
善
資
金

の
貸
付
け
に
つ
い
て
前
条
第
一
項
の
認
定
の
申
請
が
あ
つ
た
と
き
」
に
改
め
、
「
申
請
者
」
の
下
に
「
（
そ
の
者
が
団
体
で
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あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
団
体
を
構
成
す
る
者
）
」
を
加
え
、
「
合
理
的
な
生
活
方
式
を
導
入
す
る
」
を
「
生
活
改
善
措
置
を

実
施
す
る
」
に
、
「
当
該
生
活
方
式
を
導
入
す
る
」
を
「
当
該
生
活
改
善
措
置
を
実
施
す
る
」
に
、
「
行
う
」
を
「
同
項
の

認
定
を
す
る
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
青
年
漁
業
者
等
養
成
確
保
資
金
の
貸
付
け
」
を
「
都
道
府
県
知
事
は
、
青
年
漁

業
者
等
養
成
確
保
資
金
の
貸
付
け
に
つ
い
て
前
条
第
一
項
の
認
定
の
申
請
が
あ
つ
た
と
き
」
に
、
「
近
代
的
な
沿
岸
漁
業
の

経
営
方
法
又
は
技
術
の
実
地
の
習
得
そ
の
他
近
代
的
な
沿
岸
漁
業
の
経
営
の
基
礎
を
形
成
す
る
」
を
「
青
年
漁
業
者
等
養
成

確
保
措
置
を
実
施
す
る
」
に
、
「
行
う
」
を
「
同
項
の
認
定
を
す
る
」
に
改
め
る
。

第
十
五
条
中
「
第
三
条
第
一
項
」
の
下
に
「
及
び
第
二
項
」
を
、
「
事
業
」
の
下
に
「
の
全
部
」
を
加
え
、
「
貸
付
金
」

を
「
貸
付
金
等
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
六
条
と
す
る
。

第
十
四
条
中
「
第
三
条
第
一
項
」
の
下
に
「
及
び
第
二
項
」
を
加
え
、
「
貸
付
金
」
を
「
貸
付
金
等
」
に
改
め
、
同
条
を

第
十
五
条
と
す
る
。

第
十
三
条
第
一
項
中
「
第
三
条
第
一
項
」
の
下
に
「
及
び
第
二
項
」
を
加
え
、
「
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
四
十
二

号
）
」
を
削
り
、
同
条
を
第
十
四
条
と
す
る
。

第
十
二
条
第
一
項
中
「
第
三
条
第
一
項
」
の
下
に
「
及
び
第
二
項
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
中
「
第
三
条
第
一
項
」
の
下
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に
「
及
び
第
二
項
」
を
、
「
補
助
金
、
貸
付
金
」
の
下
に
「
及
び
都
道
府
県
が
行
う
同
項
の
貸
付
け
に
係
る
資
金
（
以
下
「

貸
付
金
等
」
と
い
う
。
）
」
を
加
え
、
「
前
条
」
を
「
第
十
一
条
」
に
、
「
及
び
」
を
「
並
び
に
」
に
、
「
貸
付
金
、
」
を

「
貸
付
金
等
、
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
三
条
と
す
る
。

第
十
一
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
融
資
機
関
が
行
う
貸
付
け
）

第
十
二
条

都
道
府
県
が
行
う
第
三
条
第
二
項
の
貸
付
け
に
係
る
資
金
は
、
無
利
子
と
し
、
そ
の
償
還
方
法
そ
の
他
必
要
な

貸
付
け
の
条
件
の
基
準
は
、
政
令
で
定
め
る
。

２

第
四
条
、
第
五
条
、
第
七
条
及
び
第
八
条
の
規
定
は
融
資
機
関
が
行
う
第
三
条
第
二
項
の
経
営
等
改
善
資
金
、
生
活
改

善
資
金
及
び
青
年
漁
業
者
等
養
成
確
保
資
金
の
貸
付
け
に
つ
い
て
、
前
三
条
の
規
定
は
融
資
機
関
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
四
章

国
土
交
通
省
関
係

（
建
築
士
法
の
一
部
改
正
）

第
六
条

建
築
士
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
第
三
十
七
条
」
を
「
第
三
十
六
条
」
に
、
「
第
三
十
八
条
―
第
四
十
四
条
」
を
「
第
三
十
七
条
―
第
四
十
三
条
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」
に
改
め
る
。

第
十
条
の
三
を
削
り
、
第
十
条
の
二
の
二
を
第
十
条
の
三
と
す
る
。

第
十
条
の
十
九
第
一
項
中
「
第
十
条
の
二
の
二
の
」
を
「
第
十
条
の
三
の
」
に
、
「
第
十
条
の
二
の
二
第
一
項
各
号
」
を

「
第
十
条
の
三
第
一
項
各
号
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
第
十
条
の
二
の
二
第
六
項
」
を
「
第
十
条
の
三
第
六
項
」
に
改

め
る
。

第
十
条
の
二
十
二
及
び
第
十
一
条
第
一
項
中
「
第
十
条
の
二
の
二
第
一
項
第
一
号
」
を
「
第
十
条
の
三
第
一
項
第
一
号
」

に
改
め
る
。

第
十
五
条
の
七
を
削
る
。

第
十
六
条
第
三
項
中
「
第
十
五
条
の
六
」
を
「
前
条
」
に
改
め
る
。

第
三
十
六
条
を
削
り
、
第
三
十
七
条
を
第
三
十
六
条
と
す
る
。

第
三
十
八
条
中
「
該
当
す
る
」
の
下
に
「
と
き
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
」
を
加
え
、
同
条
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で

の
規
定
中
「
者
」
を
「
と
き
。
」
に
改
め
、
同
条
第
五
号
中
「
第
四
十
一
条
第
八
号
」
を
「
第
四
十
条
第
八
号
」
に
、
「
者

」
を
「
と
き
。
」
に
改
め
、
同
条
第
六
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
の
規
定
中
「
者
」
を
「
と
き
。
」
に
改
め
、
第
十
章
中
同
条
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を
第
三
十
七
条
と
し
、
第
三
十
九
条
を
第
三
十
八
条
と
す
る
。

第
四
十
条
中
「
第
四
十
二
条
」
を
「
第
四
十
一
条
」
に
改
め
、
同
条
を
第
三
十
九
条
と
す
る
。

第
四
十
一
条
中
「
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
」
の
下
に
「
と
き
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
」
を
加
え
、
同
条
第
一
号
か
ら

第
十
三
号
ま
で
の
規
定
中
「
者
」
を
「
と
き
。
」
に
改
め
、
同
条
第
十
四
号
中
「
閲
覧
さ
せ
た
者
」
を
「
閲
覧
さ
せ
た
と
き

。
」
に
改
め
、
同
条
第
十
五
号
か
ら
第
十
七
号
ま
で
の
規
定
中
「
者
」
を
「
と
き
。
」
に
改
め
、
同
条
第
十
八
号
中
「
者
（

第
三
十
八
条
第
一
号
」
を
「
と
き
（
第
三
十
七
条
第
一
号
」
に
、
「
者
を
除
く
。
）
」
を
「
場
合
を
除
く
。
）
。
」
に
改
め

、
同
条
を
第
四
十
条
と
し
、
第
四
十
二
条
を
第
四
十
一
条
と
す
る
。

第
四
十
三
条
中
「
第
三
十
八
条
」
を
「
第
三
十
七
条
」
に
、
「
第
四
十
一
条
」
を
「
第
四
十
条
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四

十
二
条
と
す
る
。

第
四
十
四
条
第
一
号
中
「
第
十
条
の
二
の
二
第
五
項
」
を
「
第
十
条
の
三
第
五
項
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四
十
三
条
と
す

る
。別

表
第
一
中
「
第
十
条
の
二
の
二
」
を
「
第
十
条
の
三
」
に
改
め
る
。

（
宅
地
建
物
取
引
業
法
の
一
部
改
正
）
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第
七
条

宅
地
建
物
取
引
業
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
七
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
七
十
八
条
の
三
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
都
道
府
県
知
事
へ
の
書
類
の
写
し
の
送
付
等
）

第
七
十
八
条
の
三

国
土
交
通
大
臣
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
の
写
し
を
、
遅
滞
な

く
、
宅
地
建
物
取
引
業
者
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

第
三
条
第
一
項
の
免
許
を
し
た
場
合

第
四
条
第
一
項
の
免
許
申
請
書
及
び
同
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類

二

第
九
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
理
し
た
場
合

当
該
届
出
に
係
る
書
類

２

国
土
交
通
大
臣
は
、
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
理
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
同
項
各
号
の
い
ず
れ

か
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
者
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
に
そ
の
旨
を
通
知
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

第
七
十
八
条
の
四
中
「
、
第
十
四
条
及
び
前
条
」
を
「
及
び
第
十
四
条
」
に
改
め
、
「
第
八
条
、
第
十
条
及
び
第
十
四
条

の
規
定
に
よ
り
処
理
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
」
を
削
る
。

（
不
動
産
の
鑑
定
評
価
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

62



第
八
条

不
動
産
の
鑑
定
評
価
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
五
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
第
五
十
五
条
」
を
「
第
五
十
四
条
」
に
、
「
第
五
十
六
条
―
第
六
十
一
条
」
を
「
第
五
十
五
条
―
第
六
十
条
」

に
改
め
る
。

第
十
四
条
の
十
一
第
一
項
中
「
第
六
十
条
」
を
「
第
五
十
九
条
」
に
改
め
る
。

第
二
十
三
条
第
一
項
中
「
そ
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
を
経
由
し
て
」
を
削
り
、
「
次
の

各
号
に
」
を
「
次
に
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号
中
「
み
ず
か
ら
」
を
「
自
ら
」
に
、
「
行
な
う
」
を
「
行
う
」
に
改
め
る
。

第
二
十
五
条
第
五
号
中
「
第
二
十
九
条
第
一
項
第
一
号
」
を
「
第
二
十
九
条
第
一
号
」
に
改
め
る
。

第
二
十
六
条
第
二
項
を
削
り
、
同
条
第
三
項
中
「
第
一
項
」
を
「
前
項
」
に
、
「
た
だ
ち
に
」
を
「
直
ち
に
」
に
改
め
、

同
項
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
第
四
項
を
同
条
第
三
項
と
す
る
。

第
二
十
七
条
中
第
三
項
を
削
り
、
第
四
項
を
第
三
項
と
す
る
。

第
二
十
九
条
第
二
項
を
削
る
。

第
三
十
条
中
「
一
に
掲
げ
る
」
を
「
い
ず
れ
か
に
掲
げ
る
」
に
改
め
、
同
条
第
一
号
中
「
前
条
第
一
項
」
を
「
前
条
」
に

改
め
、
同
条
第
二
号
中
「
前
条
第
一
項
」
を
「
前
条
」
に
、
「
同
項
各
号
の
一
」
を
「
同
条
各
号
の
い
ず
れ
か
」
に
改
め
、
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同
条
第
五
号
中
「
第
二
十
六
条
第
三
項
」
を
「
第
二
十
六
条
第
二
項
」
に
改
め
る
。

第
三
十
一
条
第
一
項
中
「
は
次
に
掲
げ
る
書
類
を
、
都
道
府
県
知
事
は
」
を
「
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
」
に
改
め
、
「

及
び
次
項
の
規
定
に
よ
り
送
付
を
受
け
た
書
類
」
を
削
り
、
同
条
第
二
項
を
削
り
、
同
条
第
三
項
中
「
前
二
項
に
定
め
る
も

の
の
ほ
か
、
第
一
項
」
を
「
前
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
二
項
と
す
る
。

第
五
十
三
条
を
削
り
、
第
五
十
四
条
を
第
五
十
三
条
と
す
る
。

第
五
十
五
条
中
「
第
二
十
三
条
第
一
項
（
国
土
交
通
大
臣
へ
の
経
由
に
関
す
る
事
務
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
」
、
「

及
び
第
三
項
」
及
び
「
、
第
二
十
七
条
第
三
項
、
第
二
十
九
条
第
二
項
並
び
に
第
三
十
一
条
第
一
項
（
国
土
交
通
大
臣
か
ら

送
付
を
受
け
た
書
類
の
公
衆
の
閲
覧
に
関
す
る
事
務
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
」
を
削
り
、
同
条
を
第
五
十
四
条
と
す
る
。

第
五
十
六
条
中
「
該
当
す
る
」
の
下
に
「
と
き
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
」
を
加
え
、
同
条
第
一
号
中
「
受
け
た
者
」

を
「
受
け
た
と
き
。
」
に
改
め
、
同
条
第
二
号
及
び
第
三
号
中
「
者
」
を
「
と
き
。
」
に
改
め
、
第
六
章
中
同
条
を
第
五
十

五
条
と
す
る
。

第
五
十
七
条
中
「
該
当
す
る
」
の
下
に
「
と
き
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
」
を
加
え
、
同
条
各
号
中
「
者
」
を
「
と
き

。
」
に
改
め
、
同
条
を
第
五
十
六
条
と
す
る
。
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第
五
十
八
条
中
「
該
当
す
る
」
の
下
に
「
と
き
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
」
を
加
え
、
同
条
各
号
中
「
者
」
を
「
と
き

。
」
に
改
め
、
同
条
を
第
五
十
七
条
と
す
る
。

第
五
十
九
条
中
「
第
五
十
六
条
、
第
五
十
七
条
第
六
号
」
を
「
第
五
十
五
条
、
第
五
十
六
条
第
六
号
」
に
改
め
、
同
条
を

第
五
十
八
条
と
し
、
第
六
十
条
を
第
五
十
九
条
と
す
る
。

第
六
十
一
条
中
「
第
二
十
九
条
第
一
項
」
を
「
第
二
十
九
条
」
に
改
め
、
同
条
を
第
六
十
条
と
す
る
。

（
積
立
式
宅
地
建
物
販
売
業
法
の
一
部
改
正
）

第
九
条

積
立
式
宅
地
建
物
販
売
業
法
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
百
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
五
十
四
条
の
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
都
道
府
県
知
事
へ
の
通
知
）

第
五
十
四
条
の
二

国
土
交
通
大
臣
は
、
第
三
条
の
許
可
を
し
、
又
は
第
十
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
若
し
く
は
第
十
一

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
理
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
そ
の
他
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
項
を
、

積
立
式
宅
地
建
物
販
売
業
者
の
主
た
る
事
務
所
（
同
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
理
し
た
と
き
に
あ
つ
て
は
、
同
項
各
号

の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
者
の
主
た
る
事
務
所
）
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
に
通
知
し
な
け
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れ
ば
な
ら
な
い
。

第
五
十
四
条
の
三
中
「
、
第
十
六
条
及
び
前
条
」
を
「
及
び
第
十
六
条
」
に
改
め
、
「
第
十
二
条
、
第
十
三
条
及
び
第
十

六
条
の
規
定
に
よ
り
処
理
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
」
を
削
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
月
を
経
過
し
た
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規

定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一

第
二
条
の
規
定
並
び
に
次
条
及
び
附
則
第
四
条
の
規
定

公
布
の
日

二

第
一
条
（
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
二
第
一
項
の
改
正
規
定
に
限
る
。
）
の
規
定
及
び
附
則
第
三
条
の
規
定

公

布
の
日
か
ら
起
算
し
て
六
月
を
経
過
し
た
日

三

第
四
条
及
び
第
五
条
の
規
定
並
び
に
附
則
第
八
条
及
び
第
九
条
の
規
定

令
和
四
年
四
月
一
日

四

附
則
第
十
条
の
規
定

デ
ジ
タ
ル
社
会
の
形
成
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
令
和
三
年
法
律
第

号
）
の
公
布
の
日
又
は
こ
の
法
律
の
公
布
の
日
の
い
ず
れ
か
遅
い
日
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五

第
一
条
（
地
方
自
治
法
別
表
第
一
宅
地
建
物
取
引
業
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
七
十
六
号
）
の
項
の
改
正
規
定
に

限
る
。
）
及
び
第
七
条
の
規
定

公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日

（
地
方
公
共
団
体
の
特
定
の
事
務
の
郵
便
局
に
お
け
る
取
扱
い
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
に
伴
う
調
整
規
定
）

第
二
条

前
条
第
一
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
が
デ
ジ
タ
ル
社
会
の
形
成
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法

律
附
則
第
一
条
第
一
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
前
で
あ
る
場
合
に
は
、
第
二
条
の
う
ち
、
地
方
公
共
団
体
の
特
定
の
事

務
の
郵
便
局
に
お
け
る
取
扱
い
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
七
号
を
改
め
、
同
号
を
同
条
第
八
号
と
し
、
同
条
中
第
六
号
を
第

七
号
と
し
、
第
五
号
を
第
六
号
と
す
る
改
正
規
定
中
「
第
二
条
第
七
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
二
条
第
五
号
」
と
、
「
同
条
第

八
号
と
し
、
同
条
中
第
六
号
を
第
七
号
と
し
、
第
五
号
を
第
六
号
と
し
、
」
と
あ
る
の
は
「
同
条
第
六
号
と
し
、
同
条
」
と

、
同
条
に
一
号
を
加
え
る
改
正
規
定
中
「
九
」
と
あ
る
の
は
「
七
」
と
す
る
。

２

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
デ
ジ
タ
ル
社
会
の
形
成
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
第
四
十
五
条
の
う
ち

地
方
公
共
団
体
の
特
定
の
事
務
の
郵
便
局
に
お
け
る
取
扱
い
に
関
す
る
法
律
第
二
条
中
第
五
号
を
第
七
号
と
し
、
第
四
号
の

次
に
二
号
を
加
え
る
改
正
規
定
中
「
第
五
号
を
第
七
号
と
し
、
第
四
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
七
号
を
第
九
号
と
し
、
第
六
号

を
第
八
号
と
し
、
第
五
号
」
と
、
「
五

電
子
署
名
等
に
係
る
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
機
構
の
認
証
業
務
に
関
す
る
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法
律
」
と
あ
る
の
は
「
六

電
子
署
名
等
に
係
る
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
機
構
の
認
証
業
務
に
関
す
る
法
律
」
と
、

「
六
」
と
あ
る
の
は
「
七
」
と
す
る
。

（
地
方
自
治
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
三
条

第
一
条
の
規
定
（
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
る
改

正
後
の
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
は
、
第
一
条
の
規
定
の
施
行
の
際
現
に
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十

条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
し
て
い
る
地
縁
に
よ
る
団
体
（
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
地
方
自
治
法
第
二

百
六
十
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
地
縁
に
よ
る
団
体
を
い
う
。
）
に
つ
い
て
も
適
用
が
あ
る
も
の
と
す
る
。

（
政
令
へ
の
委
任
）

第
四
条

前
条
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
建
築
基
準
法
の
一
部
改
正
）

第
五
条

建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
十
七
号
中
「
第
十
条
の
二
の
二
第
四
項
」
を
「
第
十
条
の
三
第
四
項
」
に
改
め
る
。

（
登
録
免
許
税
法
の
一
部
改
正
）
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第
六
条

登
録
免
許
税
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
三
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
一
第
百
五
十
四
号
㈠
中
「
第
十
条
の
二
の
二
第
一
項
第
一
号
」
を
「
第
十
条
の
三
第
一
項
第
一
号
」
に
改
め
る
。

（
住
民
基
本
台
帳
法
の
一
部
改
正
）

第
七
条

住
民
基
本
台
帳
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
八
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
一
の
百
九
の
項
中
「
第
十
条
の
二
の
二
第
一
項
」
を
「
第
十
条
の
三
第
一
項
」
に
改
め
る
。

別
表
第
三
の
二
十
二
の
項
及
び
別
表
第
五
第
二
十
七
号
中
「
の
登
録
、
同
法
第
二
十
三
条
第
一
項
の
経
由
」
を
削
り
、
「

の
登
録
、
同
条
第
二
項
の
経
由
、
」
を
「
又
は
」
に
改
め
、
「
又
は
同
条
第
三
項
の
経
由
」
を
削
る
。

（
中
小
企
業
者
と
農
林
漁
業
者
と
の
連
携
に
よ
る
事
業
活
動
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
八
条

中
小
企
業
者
と
農
林
漁
業
者
と
の
連
携
に
よ
る
事
業
活
動
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
年
法
律
第
三
十
八
号

）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
二
項
第
二
号
ハ
中
「
第
二
条
第
二
項
の
」
の
下
に
「
経
営
等
改
善
措
置
（
」
を
、
「
導
入
を
含
む
。
）
」
の
下

に
「
に
限
る
。
以
下
「
経
営
等
改
善
措
置
」
と
い
う
。
）
」
を
加
え
る
。

第
十
四
条
第
一
項
中
「
行
う
の
に
必
要
な
資
金
で
政
令
で
定
め
る
も
の
を
、
そ
れ
ぞ
れ
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
助
成
法
第
二
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条
第
二
項
の
経
営
等
改
善
資
金
の
う
ち
政
令
で
定
め
る
種
類
の
資
金
」
を
「
経
営
等
改
善
措
置
」
に
、
「
同
法
の
」
を
「
沿

岸
漁
業
改
善
資
金
助
成
法
の
」
に
、
「
沿
岸
漁
業
の
経
営
の
改
善
を
促
進
す
る
た
め
に
普
及
を
図
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら

れ
る
近
代
的
な
漁
業
技
術
そ
の
他
合
理
的
な
漁
業
生
産
方
式
の
導
入
（
当
該
漁
業
技
術
又
は
当
該
漁
業
生
産
方
式
の
導
入
と

併
せ
行
う
水
産
物
の
合
理
的
な
加
工
方
式
の
導
入
を
含
む
。
）
」
を
「
経
営
等
改
善
措
置
」
に
、
「
、
同
法
第
四
条
」
を
「

、
同
条
第
二
項
中
「
沿
岸
漁
業
従
事
者
等
」
と
あ
る
の
は
「
認
定
中
小
企
業
者
」
と
、
「
経
営
等
改
善
資
金
、
生
活
改
善
資

金
及
び
青
年
漁
業
者
等
養
成
確
保
資
金
」
と
あ
る
の
は
「
経
営
等
改
善
資
金
」
と
、
同
法
第
四
条
」
に
、
「
以
下
同
じ
」
を

「
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
」
に
改
め
、
「
）
の
経
営
」
と
」
の
下
に
「
、
「
同
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
前
条
第
一
項
」

と
」
を
加
え
る
。

（
地
域
資
源
を
活
用
し
た
農
林
漁
業
者
等
に
よ
る
新
事
業
の
創
出
等
及
び
地
域
の
農
林
水
産
物
の
利
用
促
進
に
関
す
る
法
律

の
一
部
改
正
）

第
九
条

地
域
資
源
を
活
用
し
た
農
林
漁
業
者
等
に
よ
る
新
事
業
の
創
出
等
及
び
地
域
の
農
林
水
産
物
の
利
用
促
進
に
関
す
る

法
律
（
平
成
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
五
条
第
四
項
第
三
号
中
「
第
二
条
第
二
項
の
」
の
下
に
「
経
営
等
改
善
措
置
（
」
を
、
「
含
む
。
）
」
の
下
に
「
に
限

70



る
。
第
十
一
条
第
一
項
に
お
い
て
「
経
営
等
改
善
措
置
」
と
い
う
。
）
」
を
加
え
る
。

第
十
一
条
第
一
項
中
「
行
う
の
に
必
要
な
資
金
で
政
令
で
定
め
る
も
の
を
、
そ
れ
ぞ
れ
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
助
成
法
第
二

条
第
二
項
の
経
営
等
改
善
資
金
の
う
ち
政
令
で
定
め
る
種
類
の
資
金
」
を
「
経
営
等
改
善
措
置
」
に
、
「
同
法
の
」
を
「
沿

岸
漁
業
改
善
資
金
助
成
法
の
」
に
、
「
次
条
に
お
い
て
」
を
「
以
下
」
に
、
「
同
法
第
四
条
」
を
「
同
条
第
二
項
中
「
こ
の

法
律
」
と
あ
る
の
は
「
こ
の
法
律
及
び
地
域
資
源
を
活
用
し
た
農
林
漁
業
者
等
に
よ
る
新
事
業
の
創
出
等
及
び
地
域
の
農
林

水
産
物
の
利
用
促
進
に
関
す
る
法
律
」
と
、
「
沿
岸
漁
業
従
事
者
等
」
と
あ
る
の
は
「
促
進
事
業
者
」
と
、
「
経
営
等
改
善

資
金
、
生
活
改
善
資
金
及
び
青
年
漁
業
者
等
養
成
確
保
資
金
」
と
あ
る
の
は
「
経
営
等
改
善
資
金
」
と
、
同
法
第
四
条
」
に

、
「
以
下
同
じ
」
を
「
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
」
に
改
め
、
「
、
「
近
代
的
な
漁
業
技
術
そ
の
他
合
理
的
な
漁
業
生
産
方
式

の
導
入
又
は
漁
ろ
う
の
安
全
の
確
保
若
し
く
は
漁
具
の
損
壊
の
防
止
の
た
め
の
施
設
の
導
入
」
と
あ
る
の
は
「
地
域
資
源
を

活
用
し
た
農
林
漁
業
者
等
に
よ
る
新
事
業
の
創
出
等
及
び
地
域
の
農
林
水
産
物
の
利
用
促
進
に
関
す
る
法
律
第
五
条
第
四
項

第
三
号
に
掲
げ
る
措
置
」
と
」
を
削
り
、
「
同
法
第
九
条
第
一
項
」
を
「
地
域
資
源
を
活
用
し
た
農
林
漁
業
者
等
に
よ
る
新

事
業
の
創
出
等
及
び
地
域
の
農
林
水
産
物
の
利
用
促
進
に
関
す
る
法
律
第
九
条
第
一
項
」
に
改
め
、
「
漁
業
者
の
経
営
」
と

」
の
下
に
「
、
「
同
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
前
条
第
一
項
」
と
」
を
加
え
る
。
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（
デ
ジ
タ
ル
社
会
の
形
成
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
十
条

デ
ジ
タ
ル
社
会
の
形
成
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
三
十
九
条
の
う
ち
、
地
方
公
共
団
体
の
特
定
の
事
務
の
郵
便
局
に
お
け
る
取
扱
い
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
五
号

の
改
正
規
定
中
「
第
二
条
第
五
号
」
を
「
第
二
条
第
六
号
」
に
改
め
、
同
条
第
六
号
の
改
正
規
定
中
「
同
条
第
六
号
」
を
「

同
条
第
七
号
」
に
改
め
る
。
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理

由

地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
を
総
合
的
に
推
進
す
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
等
の
提
案
等
を
踏
ま
え

、
地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
義
務
付
け
を
緩
和
す
る
等
の
措
置
を
講
ず
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る

理
由
で
あ
る
。
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地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
案

新
旧
対
照
条
文

〇

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
（
抄
）
（
第
一
条
関
係
）

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

現

行

第
二
百
六
十
条
の
二

町
又
は
字
の
区
域
そ
の
他
市
町
村
内
の
一
定
の
区
域
に
住
所
を

第
二
百
六
十
条
の
二

町
又
は
字
の
区
域
そ
の
他
市
町
村
内
の
一
定
の
区
域
に
住
所
を

有
す
る
者
の
地
縁
に
基
づ
い
て
形
成
さ
れ
た
団
体
（
以
下
本
条
に
お
い
て
「
地
縁
に

有
す
る
者
の
地
縁
に
基
づ
い
て
形
成
さ
れ
た
団
体
（
以
下
本
条
に
お
い
て
「
地
縁
に

よ
る
団
体
」
と
い
う
。
）
は
、
地
域
的
な
共
同
活
動
を
円
滑
に
行
う
た
め
市
町
村
長

よ
る
団
体
」
と
い
う
。
）
は
、
地
域
的
な
共
同
活
動
の
た
め
の
不
動
産
又
は
不
動
産

の
認
可
を
受
け
た
と
き
は
、
そ
の
規
約
に
定
め
る
目
的
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
権
利

に
関
す
る
権
利
等
を
保
有
す
る
た
め
市
町
村
長
の
認
可
を
受
け
た
と
き
は
、
そ
の
規

を
有
し
、
義
務
を
負
う
。

約
に
定
め
る
目
的
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
権
利
を
有
し
、
義
務
を
負
う
。

②
～
⑫

（
略
）

②
～
⑫

（
略
）

⑬

認
可
地
縁
団
体
は
、
第
十
項
の
告
示
が
あ
る
ま
で
は
、
認
可
地
縁
団
体
と
な
つ
た

⑬

認
可
地
縁
団
体
は
、
第
十
項
の
告
示
が
あ
る
ま
で
は
、
認
可
地
縁
団
体
と
な
つ
た

こ
と
及
び
同
項
の
規
定
に
基
づ
い
て
告
示
さ
れ
た
事
項
を
も
つ
て
第
三
者
に
対
抗
す

こ
と
及
び
第
十
項
の
規
定
に
基
づ
い
て
告
示
さ
れ
た
事
項
を
も
つ
て
第
三
者
に
対
抗

る
こ
と
が
で
き
な
い
。

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

⑭
～
⑰

（
略
）

⑭
～
⑰

（
略
）

別
表
第
一

第
一
号
法
定
受
託
事
務
（
第
二
条
関
係
）

別
表
第
一

第
一
号
法
定
受
託
事
務
（
第
二
条
関
係
）

備
考

（
略
）

備
考

（
略
）

法

律

事

務

法

律

事

務

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

別添２
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（
削
る
）

（
削
る
）

建
築
士
法
（
昭
和
二
十

第
十
条
の
三
及
び
第
十
五
条
の
七
の
規
定
に
よ
り
都

五
年
法
律
第
二
百
二
号

道
府
県
が
処
理
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
務

）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

宅
地
建
物
取
引
業
法
（

第
八
条
、
第
十
条
及
び
第
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
都

宅
地
建
物
取
引
業
法
（

第
八
条
、
第
十
条
、
第
十
四
条
及
び
第
七
十
八
条
の

昭
和
二
十
七
年
法
律
第

道
府
県
が
処
理
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
務
（
国

昭
和
二
十
七
年
法
律
第

三
の
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
が
処
理
す
る
こ
と
と
さ

百
七
十
六
号
）

土
交
通
大
臣
の
免
許
を
受
け
た
宅
地
建
物
取
引
業
者

百
七
十
六
号
）

れ
て
い
る
事
務
（
第
八
条
、
第
十
条
及
び
第
十
四
条

に
係
る
宅
地
建
物
取
引
業
者
名
簿
の
備
付
け
、
登
載

の
規
定
に
よ
り
処
理
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
も
の

、
閲
覧
、
訂
正
及
び
消
除
に
関
す
る
も
の
に
限
る
。

に
つ
い
て
は
、
国
土
交
通
大
臣
の
免
許
を
受
け
た
宅

）

地
建
物
取
引
業
者
に
係
る
宅
地
建
物
取
引
業
者
名
簿

の
備
付
け
、
登
載
、
閲
覧
、
訂
正
及
び
消
除
に
関
す

る
も
の
に
限
る
。
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

不
動
産
の
鑑
定
評
価
に

第
二
十
六
条
第
二
項
（
国
土
交
通
大
臣
に
通
知
す
る

不
動
産
の
鑑
定
評
価
に

第
二
十
三
条
第
一
項
（
国
土
交
通
大
臣
へ
の
経
由
に

関
す
る
法
律
（
昭
和
三

事
務
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
都
道

関
す
る
法
律
（
昭
和
三

関
す
る
事
務
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
二
十
六

十
八
年
法
律
第
百
五
十

府
県
が
処
理
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
務

十
八
年
法
律
第
百
五
十

条
第
二
項
及
び
第
三
項
（
国
土
交
通
大
臣
に
通
知
す

二
号
）

二
号
）

る
事
務
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
二
十
七
条
第

三
項
、
第
二
十
九
条
第
二
項
並
び
に
第
三
十
一
条
第

一
項
（
国
土
交
通
大
臣
か
ら
送
付
を
受
け
た
書
類
の
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公
衆
の
閲
覧
に
関
す
る
事
務
に
係
る
部
分
に
限
る
。

）
の
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
が
処
理
す
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
る
事
務

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

積
立
式
宅
地
建
物
販
売

第
十
二
条
、
第
十
三
条
及
び
第
十
六
条
の
規
定
に
よ

積
立
式
宅
地
建
物
販
売

第
十
二
条
、
第
十
三
条
、
第
十
六
条
及
び
第
五
十
四

業
法
（
昭
和
四
十
六
年

り
都
道
府
県
が
処
理
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
務

業
法
（
昭
和
四
十
六
年

条
の
二
の
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
が
処
理
す
る
こ
と

法
律
第
百
十
一
号
）

（
国
土
交
通
大
臣
の
許
可
を
受
け
た
積
立
式
宅
地
建

法
律
第
百
十
一
号
）

と
さ
れ
て
い
る
事
務
（
第
十
二
条
、
第
十
三
条
及
び

物
販
売
業
者
に
係
る
積
立
式
宅
地
建
物
販
売
業
者
名

第
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
処
理
す
る
こ
と
と
さ
れ
て

簿
の
備
付
け
、
登
載
、
閲
覧
、
訂
正
及
び
消
除
に
関

い
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
国
土
交
通
大
臣
の
許
可
を

す
る
も
の
に
限
る
。
）

受
け
た
積
立
式
宅
地
建
物
販
売
業
者
に
係
る
積
立
式

宅
地
建
物
販
売
業
者
名
簿
の
備
付
け
、
登
載
、
閲
覧

、
訂
正
及
び
消
除
に
関
す
る
も
の
に
限
る
。
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）
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